
統計調査

厚生労働分野の政策立案に必要となる、 出

生・婚姻・雇用・医療等の国民生活に深く関

わる統計の整備・調査に取り組んでいます。

情報政策

厚生労働行政における情報化の推進、情報

セキュ リティの確保、情報システムの整備な

ど、総合的な情報政策の企画・立案・推進を

行つています。

Hot Topics

病院報告では、全国で約18万ヶ所ある病院・診療

所の毎月の入退院患者数や外来患者数を把握して

います。

このグラフは、各年5月に外来で病院・診療所を受

言診した患者の数の推移を表したものです。

2020年5月は、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大をうけて、初めて緊急事態宣言が発令された時

期ですが、外来の患者数が大きく減少していること

がデータとして分かります。

「過去」の積み重ねにより、「今」を分析し、デ、ータ

に基づき「未来」に向けた施策を検討・導入する,続

計は施策の基礎となるものです.
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データやデジタルを活用し
ひと、くらし、みらいを支える

uur iv 1 i ssion 、
近年の情報化の進展に伴い、「デー タに基づくこと」そして「デジ

タル化すること」が、これからの行政運営にとって非常に重要で

す。このため、政策立案の基礎となる各種統計調査を実施すると

ともに、厚生労働行政全般にわたるDX(デジタルトランスフォー

メーション)の推進といった情報政策を進めています。

政策紹介

厚生労働行政を支える統計を整備する

証拠に基づく政策立案(EBPM,evidence-based policy making)

を推進するためには、現状を分析するための統計デー タ等が必要

です。このため、厚生労働省では、人口動態や世帯、医療、社会福

祉、労働者の雇用、賃金、労働時間に関する大規模な統計調査を実

施しています。

その結果は政策の企画立案において大きな役割を果たすととも

に、GDP推計や民間の景気判断にも活用されています。

また、WH0(世界保健機関)や0ECD(経済協力開発機構)等の国

際機関と協力し、続計データの国際比較や国際続計分類の整備等

に取り組んでいます。

このほか、EB PMの実践を通じた統計の利活用を推進するため、

分析手法の検討とともに、実際のデ、ー タを用いた政策導入の効果

分析を行つています。

厚生労働分野のデジタル化を推進する

人口減少・少子高齢化の進展に伴い医療・介護サー ビスの担

い手の減少が進む中で、医療・介護現場におけるサー ビスの質

の維持・向上が重要な課題となっています。こうした中、厚生労

働省では、医療・介護現場の効率化や生産性の向上に資するよ

う、健康・医療・介護分野におけるCT利活用等を進めるため、

2025年度までの工程表に沿つてデータヘルス改革を部局横断

的に推進しています。また、多くの国民の生活に関わる厚生労

働分野の約3,800の手続についてオンライン化を推進しています。

そして、こうしたCT化が進む中でも安心できるサー ビスを提

供できるよう、情報セキュリティ対策の充実にも取り組んでい

ます。

このほか、定型的な業務を口ポットに任せて、職員が国民の

皆様のための仕事に注力できるよう、厚生労働省内の業務改

革の一環として、資料作成業務や、集計業務等におけるRPA

(Robotic Process Automation)の本格導入を進めています。

科学研究の推進

科学的根拠に基づく政策立案を行うため、また、科学

技術の向上を図るため、保健医療、福祉、薬事・食品衛

生、労働安全衛生などの分野の研究を推進しています,

保健医療・科学技術分野の

イノベーション戦略の司令塔

日本発の革新的な医薬品・医療機器の創出、再生医療

やゲノム医療など世界最先端の医療の実現を目指す

とともに、Society5.0の実現に向けた科学技術・イノ

ベーション政策を推進する等、省内の司令塔としての

役割を担つています。

健康危機管理・災書対策

地震・豪雨等の自然災害や重篤な感染症に対応する

ため、日頃から防災・減災対策や危機管理対策を進め

るほか、発生時には省内の初動対応の調整を行つて

います,,

医業品等行政評価・監視委員会の運営

医薬品等による健康被害の発生や拡大を防止するた

めに、医薬品行政等の評価や監視を行つている当該

委員会の事務局機能を担つています,

Hot Topics

厚生労働省が行う研究の司令塔として、新型コロ
ナウイルス感染症対策に資する研究を最優先に取

り組んでいます,,

厚生労働科学研究においては、国内外における

新型コロナウイルス感染症関係の研究・事例の解析

等、行政施策の推進に資する研究を、日本医療研究

開発機構(AMED)

の研究において

は、疾患の全容解

明に資する研究開

発、治療葉・ワクチ

ン等の研究開発を

推進しています。

科学技術推進と

危機管理の舵を取る

uu r iv l i sson 、、、、

現在、科学技術の発展等、従来の延長線上にない様々な革新的

な開発が進んでいます。保健医療分野で世界に先駆けた科学技

術を確立していくため、研究の推進や戦略策定を総括していま

す。また、近年自然災害などが相次ぐ中で、国民の暮らしや健康

を守るため、自然災害発生後の初動対応の調整、感染症や食中

毒が発生した際の危機管理を行つています。加えて、適切な医薬

品行政の評価・監視のため、医薬品等行政評価・監視委員会の運

営も行つています,

政策紹介

新興・再興感染症への対応

厚生科学課では、新興・再興感染症対策を担う国立の研究所

の体制の整備や強化をすることで、感染症対策を推進していま

す。例えば、国立感染症研究所の機能・体制の強化を行い、新型

コロナウイルス等の検査・疫学調査及び情報発信等を迅速・確

実に実施できる体制づくりや、治療薬やワクチンの開発研究が促

進されるようにしています。

また、国立医薬品食品衛生研究所では、新型コロナ等の治療

薬やワクチンの迅速な開発と審査が可能となるよう、新たな評価

方法が開発されるよう取り組んでいます。

厚生労働省の災害対応

近年、_,、,,害による甚大な被害が全国各地で発生しています。こ

うした災害に備えるため、厚生労働省では、医療施設・社会福祉

施設等の耐震化や非常用自家発電設備などの整備を進めてい

ます

災害発生時には、ク、,_害派遣医療チーム(DMAT)を派遣するほ

か、医療施設・社会福祉施設等の被害状況の把握を行い、応急給

水や電源車派遣による支援を関係機関に要請します。また、被災

者の健康管理のため、職員等が避難所を巡回し、新型コロナウイ

ルスをはじめとする感染症や熱中症の予防対策に必要な支援に

も取り組みます。

復l日・復興期には、医療施設や社会福祉施設、水道施設の復

l日、被災者の心のケアや見守り、相談支援に関する事業を実施し

ています
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国際政策の司令塔

国際的な連携が必要な政策について、世界

基準の取り込みや日本の取り組みの発信を

省内の関係部署と国際機関などの間で調整

しています。

国際労働施策の充実

lL0(国際労働機関)等における議論への参

画や途上国に対する開発協力などを通じ

て、世界の労働環境の改善を図つています。

海外情報収集

諸外国の社会保障や労働政策に係る制度に

関する情報収集を行い、省内外に提供して

政策立案をサポー トしています。

国際広報

厚生労働省英語版ホームページやSNSの更

新、在京各国大使館との連携などを通して、

日本の施策や情報を積極的に発信しています。
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2021年10月に兵庫県姫路市において、WH0(世界

保健機関)西太平洋地域委員会を開催しました。適切

な感染対策とバブル形式を用いて、対面とバーチャル

を併用したハイブリッド形式で開催し、海外から4名の

保健大臣を現地に迎えました。西太平洋地域をより健

康で安全な地域とすべく、加盟国と地域が連携するこ

とを確認した実りある会議となりました。

日本と世界を つなぐ
架け橋として
uur 1v l i ssion 、
WH0、lL0、0ECDが開催する会合のほか、G7、G20、APEC、

ASEAN+3、日中韓、日米、日英、日独などの枠組みによる経済

連携協定等の締結交渉に積極的に対応することにより、保健

医療、雇用、社会保障分野での国際交流・貢献等を推進します。

また、世界的な感染拡大の収束に向けて、各種の国際的な会

議や枠組みへの参加等を通じ、WH0や諸外国など国際社会

との連携の強化を図ります。

Hot Topics

政策紹介

国際社会とともに健康危機に立ち向かう

我が国では、①現在の新型コロナウイルス感染症の流行に代表され

るような健康危機への対応、②基礎的な保健サー ビスへのアクセスを

すべての人々に確保するユニバー サル・ヘルス・力バレッジ(UHC)の達

成、③抗生剤が効かない薬斉l」耐性(AMR) への対策、といった国際保健

の課題への対応について、日本の知見の共有、資金や人材の支援を行

うことにより、国際社会で主導的な役割を果たしています。

また、新型コロナウイルス感染症の流行に対しては、国際的な組織を

通じたワクチンの研究開発促進へ貢

献すると共に、新型コロナウイルス感

染症に関する諸外国の発生動向や対

応状況を含め、公衆衛生上の課題につ

いて国際的な情報収集等を行つてい

ます.

A2021年11月29日に開催されたG7
緊急保健大臣会合で各国の意見を

聞く後藤厚生労働大臣

国際機関における労働分野の議論への貢献

lL0やG7、G20といった国際的な枠組みでは、国際的な労働課題の解

決のための取組みや支援策の議論などを行つています。

厚生労働省からも積極的に議論に参加し国際社会における課題設

定や合意形成に努めるとともに我が国の取組を世界に発信していま

す,近年では、例えばlL0における、新型コロナウイルス感染症の影響へ
の対応、仕事の世界における不平等、技能開発や生涯学習の推進、労

イ動安全衛生水準向上のための国際枠組の議論に参加するなどにより、

世界中の労働者のディーセントワー ク

(働きがいのある人間らしい仕事)の

促進等に貢献しています,,

経済分野においても人権意識が高

まる昨今、世界の労働環境の改善は日

系企業の海外進出にも資するものです。 四lL0本部(スイス・ジュネ プ)

'C M72 Seventy-se cond se sslon of th・W H 0  Reg iona lCommlttee
fo r theWesternPac i f i c

a第72回WH0西太平 11委員会で各国代表と記念撮影する

後藤厚生労働大臣

2021年のG20労働雇用大臣会合では、「労働市場及

び社会の包括的で持続可能かつ強靭な回復の促進」

を テ ー マに、ジェンタ 一平等、社会的保護、リモ ー ト

ワークやプラットフォ ー ムワーク等のデジタル化時代

における働き方について議論しました。日本も積極的

に議論に貢献し、ポスト コロナ社会を見据えた柔軟な

働き方の促進等について発言しました。

A第12回労働雇用大臣会合の参加者(ビデオ会議で開催)

厚生労働省の司令塔として、省内全体を見渡しなが

ら、各部局の状況・業務の進捗を適切に把握し、あらゆ

る案件の総合調整を行つています,,

また、国会や霞が関の各府省庁との連絡調整を行う

ほか、行政活動の根拠となる法令等が省の施策内容と

整合的なものになっているか、法令作成のルールが守

られているかなどを審査しています。

個々の職員のキャリアパス

の希望や家庭環境等を踏ま

え た 人 事 管 理 を 行 う と と も

に、省内の業務効率化に向

けた取組を推進し、ワ ー ク・ライフ・バランスの向上を

含め、職員が働きやすい環境の整備を行つています,ま

た、若手の頃から、保健所、福祉事務所、労働局等の現

場における研修を実施する等、職員の能力の向上にも

力を入れています。

l
●

一一-1

1
、' ' 1i

A 厚生労働省5号館保育室「ふくろう」

夏の概算要求と年末の予算編成に当たって、30兆円

を上回る厚生労働省全体の予算のとりまとめを行つてい

ます。また、決算・会計の監査・公共調達・行政財産や庁

舎の管理・職員の福利厚生などの業務を担つています.

地域における厚生・労働

行政の第一線機関として、地

方厚生(支)局・都道府県労

働局が十分にその能力を発

揮することができるよう、総合的な監督や人事・予算面

でのサポー トなどを行つています.

四関東信越厚生局

Aハ口 一 ワー ク宮士宮(静岡)

A向島労働基準監督署(東京
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